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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、経済政策・金融政策の効果を背景に企業収益は回復基調に

あるものの、中国経済において減速基調が続いているなど不安要素があり、景気の先行きは不透明感が漂っており

ます。

 このような状況の中、成長性と安定性を重視した事業ポートフォリオの構築を基本方針として、投資先であるグ

ループ企業のバリューアップに努めてまいりました。その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高

9,387百万円（前年同期比2.3%増）、営業利益320百万円（前年同期 営業損失△85百万円）、経常利益360百万円

（前年同期 経常損失△24百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益254百万円（前年同期比99.7％増）となり

ました。

 当社グループの各事業の概況は、次のとおりであります。

（ダイカスト事業）

 当事業におきましては、主要取引先の自動車業界について、軽自動車税の増税などがあり、軽自動車の販売台数

は前年同期比で下回っている状況であります。これに伴い、当社グループの軽自動車関連の売上も、前年同期比で

下回りましたが、新規部品の開発案件が活発化しており、今後の売上増加が予想されます。このような環境下で当

社グループは、生産性の向上と不良率の改善による原価低減に努めてまいりました。その結果、売上高は1,153百

万円（前年同期比1.4%減）、セグメント利益（営業利益）51百万円（前年同期比56.7%増）となりました。

（食品流通事業）

 当事業におきましては、競合他社との販売競争の流れは続いておりますが、昨年度下期より精肉・青果の販売を

全店舗へ拡大したほか、当第２四半期を中心に顧客支持率のアップと新たな顧客取り込みに向けて種々の対策を講

じることにより、既存店の売上は13店舗中９店舗が増収、11店舗が増益となり、前年実績を下回った店舗につきま

してもその減収減益幅は極めて小幅なものに留めることができました。その結果、売上高は4,636百万円（前年同

期比2.4%増）、セグメント利益（営業利益）189百万円（前年同期比37.5%増）となりました。

（酒類製造事業）

 当事業におきましては、景気は緩やかに回復しつつあるものの、少子化と若者のアルコール離れ、それに低価格

志向の流れが変わるところがありません。また、芋焼酎を主体に焼酎の消費量は業界全体として今期に入り大きく

減少を続けているものの、当社グループにおきましては閻魔シリーズの最上級酒や地元日田杉を素材にした香りや

装丁も楽しめる限定清酒の開発と市場投入、その他訴求力の期待できる低価格酒の販売強化、更に生産性の向上に

努めたことにより、売上高は前年実績を維持すると共に収益の改善を図ることができました。その結果、売上高

1,242百万円（前年同期比0.4%増）、セグメント利益（営業利益）48百万円（前年同期 セグメント利益３百万円）

を計上できることとなりました。

（教育関連事業）

 当事業は教育に関連する三部門から成りますがそのうち、まず学校・学習塾向け教材の製作・販売及びテスト関

連事業を行なっている部門につきましては、従来の外部委託中心の編集方針を大きく方向転換し、独自の企画力を

基にした差別化商品の開発・製作・販売に積極的に取り組むことと致しました。営業部門におきましても、これま

での教材並びにテスト関連事業の縦割り、ライン別営業体制を複合的に扱える一体の組織運営体制に改め、顧客代

理店等との接触密度を高め、柔軟に、戦略的に、かつ、効率的に販売活動を図れる体制に改めました。加えて、前

期に引き続き見本品等の廃棄ロスを極力抑えるべく印刷発注精度の向上にも努め、業績は飛躍的に改善を見せてお

ります。 

 次に教育特区の制度に基づき平成17年に全国初の株式会社立として開設が認可されました全日制、寮制、通信制

の「ウィッツ青山学園高等学校」の部門であります。こちらにつきましても、全国的に増加の一途を辿る不登校児

の趨勢から、社会復帰への教育養成機関としての認知度と一層の期待が高まって、応募者数、入学生徒数は増加を

続け、９月末現在の在校生は1,146名（前年対比11.7％増）となっております。 

 加えて最後に、医療・福祉法人と提携し認知症緩和ケア教育（タクティール教育を含む）の実施を行なっている

部門であります。こちらにつきましては既に延受講者数は平成25年度に10,000名を突破し、その認知度は確実に拡

大定着しておりますものの、介護報酬が引き下げ減額された今年度におきましては、その厳しい経営環境から一般

受講者は報酬加算される他の研修講座に流れがちで伸び悩みの状態を続けるに至りました。また、昨年度同様厚生

労働省助成金交付事業の対象カリキュラムとして本教育システムが認定されていることから、法人施設を対象とし

た強力な勧誘活動を傘下の中核センターを中心に展開しておりますが、こちらにつきましても応募条件に種々の制

約があることから芳しくない状況にあります。 

 その結果、三部門合計として売上高は2,076百万円（前年同期比2.7%増）となり、セグメント利益（営業利益）

244百万円（前年同期比569.2%増）となりました。
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（リフォーム関連事業）

 当事業におきましては、マンションの大規模修繕工事の下請等を主に行っております。材料費の高騰や職人不足

の影響等もありましたが、前年同期比で売上は増加いたしました。その結果、売上高は276百万円（前年同期比

27.9%増）、セグメント利益（営業利益）５百万円（前年同期 セグメント損失26百万円）となりました。

（その他）

 当事業におきましては、損害保険代理業務及び不動産事業等を行なっており、売上高１百万円（前年同期比

13.0%増）となり、セグメント利益（営業利益）25百万円（前年同期比11.3%減）となりました。 

 

（２）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は7,892百万円となり、前連結会計年度末に比べ387百万円減少いた

しました。 

 これは主として、未収入金について63百万円の増加及び貸倒引当金（流動資産）について32百万円の減少があっ

たものの、現金及び預金が67百万円、商品及び製品が220百万円、投資有価証券が62百万円が減少したことなどに

よるものです。 

 当第２四半期連結会計期間末における負債は3,062百万円となり、前連結会計年度末に比べ467百万円減少いたし

ました。 

 これは主として、支払手形及び買掛金が93百万円、短期借入金が240百万円、未払消費税等が52百万円、長期借

入金が71百万円減少したことなどによるものです。 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産は4,830百万円となり、前連結会計年度末に比べ80百万円増加いた

しました。 

 これは主として、配当金の支払い130百万円、その他有価証券評価差額金42百万円の減少がありましたが、親会

社株主に帰属する四半期純利益254百万円を計上したことによる増加であります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 連結業績予想につきましては、第２四半期連結会計期間における業績の推移を勘案し、業績予想の見直しを行っ

た結果、通期の業績予想を修正いたしました。

 詳細につきましては、本日（平成27年11月12日）公表いたしました「特別損益等の計上、平成28年３月期第２四

半期業績予想と実績との差異、通期業績予想の修正及び剰余金の配当に関するお知らせ」をご参照ください。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（３）会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替を行っております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,939,965 1,872,486 

受取手形及び売掛金 1,389,430 1,360,467 

商品及び製品 1,430,257 1,209,937 

仕掛品 224,023 225,601 

原材料及び貯蔵品 225,534 238,406 

未収入金 41,597 104,794 

繰延税金資産 29,321 29,321 

その他 131,711 115,365 

貸倒引当金 △39,825 △7,095 

流動資産合計 5,372,016 5,149,286 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 286,798 277,303 

その他（純額） 767,191 745,724 

有形固定資産合計 1,053,990 1,023,028 

無形固定資産    

のれん 533,177 503,539 

その他 70,920 62,311 

無形固定資産合計 604,098 565,851 

投資その他の資産    

投資有価証券 733,661 671,560 

敷金 257,199 254,274 

出資金及び保証金 159,321 158,363 

長期貸付金 51,343 50,488 

破産更生債権等 49,002 49,839 

デリバティブ債権 22,770 - 

繰延税金資産 787 787 

その他 119,938 113,491 

貸倒引当金 △144,071 △144,054 

投資その他の資産合計 1,249,952 1,154,751 

固定資産合計 2,908,041 2,743,631 

資産合計 8,280,058 7,892,917 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,450,445 1,357,247 

短期借入金 281,500 41,000 

1年内返済予定の長期借入金 306,531 320,277 

未払金 230,925 195,093 

リース債務 13,120 12,736 

未払法人税等 29,091 43,148 

未払消費税等 146,716 94,146 

未払費用 171,475 182,843 

賞与引当金 9,240 29,544 

返品調整引当金 19,238 10,132 

製品保証引当金 10,312 8,305 

その他 71,435 67,763 

流動負債合計 2,740,032 2,362,238 

固定負債    

長期借入金 618,838 547,250 

リース債務 22,773 24,016 

繰延税金負債 87,455 67,076 

資産除去債務 25,379 25,514 

退職給付に係る負債 29,344 29,955 

その他 6,647 6,647 

固定負債合計 790,438 700,460 

負債合計 3,530,470 3,062,699 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,000,000 4,000,000 

資本剰余金 71,256 71,256 

利益剰余金 1,044,572 1,168,187 

自己株式 △698,346 △698,347 

株主資本合計 4,417,481 4,541,095 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 331,471 289,042 

その他の包括利益累計額合計 331,471 289,042 

非支配株主持分 633 80 

純資産合計 4,749,587 4,830,218 

負債純資産合計 8,280,058 7,892,917 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 9,170,767 9,387,788 

売上原価 7,232,550 7,157,306 

売上総利益 1,938,216 2,230,482 

販売費及び一般管理費 2,023,345 1,910,197 

営業利益又は営業損失（△） △85,128 320,284 

営業外収益    

受取利息 678 232 

受取配当金 479 3,154 

有価証券運用益 11,286 - 

為替差益 26,796 2,273 

受取賃貸料 14,165 13,901 

貸倒引当金戻入額 2,641 361 

償却債権取立益 - 34,385 

その他 30,148 16,970 

営業外収益合計 86,196 71,279 

営業外費用    

支払利息 4,214 7,443 

手形売却損 973 1,386 

不動産賃貸費用 12,000 12,000 

租税公課 3,753 9,063 

その他 4,148 721 

営業外費用合計 25,090 30,615 

経常利益又は経常損失（△） △24,022 360,948 

特別利益    

固定資産売却益 15 116 

過年度消費税等還付額 241,779 - 

特別利益合計 241,794 116 

特別損失    

固定資産除売却損 1,894 11,163 

役員退職慰労金 - 48,000 

事務所移転損失 33,181 - 

事務所移転損失引当金繰入額 19,228 - 

減損損失 8,018 - 

弁護士報酬 10,500 - 

その他 2,299 1,663 

特別損失合計 75,121 60,827 

税金等調整前四半期純利益 142,650 300,237 

法人税等 15,973 46,687 

四半期純利益 126,676 253,549 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △521 △553 

親会社株主に帰属する四半期純利益 127,198 254,102 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 126,676 253,549 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △17,267 △42,428 

その他の包括利益合計 △17,267 △42,428 

四半期包括利益 109,408 211,120 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 109,930 211,673 

非支配株主に係る四半期包括利益 △521 △553 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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